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選挙運動費用収支報告書等の記載上の注意事項 

 

Ⅰ 記載上の注意 

 １ 対象者 

 参議院比例代表選出議員選挙候補者。ただし、平成３０年の公職選挙法の改正により導入さ

れた優先的に当選人となるべき候補者は、当該報告書等の提出は不要です。 

 

 ２ 選挙運動費用収支報告書 

 記載例を参考にして記載してください。なお、下記事項につき特に注意してください。 

 (1) 総括 

   ア 選挙執行年月日 

     選挙の期日を記載してください。 

   イ 候補者の住所及び氏名 

     参議院名簿に記載された住所及び氏名（戸籍上の氏名）を記載してください。 

   ウ 報告の対象となる収入及び支出 

     公示日以前の収入又は支出であっても、選挙運動に関するものは報告書に記載する必要

があります。 

   エ 提出年月日 

     報告書を記載した日ではなく、現に中央選挙管理会に提出する日を記載してください。 

   オ 出納責任者の住所及び氏名 

     出納責任者の選任届（異動届）に記載した住所及び氏名を記載してください。 

   カ 支出額の確認 

     支出の総計が収入の総計と公費負担相当額の合計額を超えていないか、また、法定の選

挙運動費用上限額を超えていないか確認してください。 

 

(2) 収入の部 

    

 

 

 

 

ア 各欄は収入の月日ごとに記載してください。１件１万円を超える収入については各件ご

とに記載し、１件１万円以下のものについては種別ごとに各収入日における合計額、件数

を一欄に記載してください。 

イ 自己資金（手持資金）を選挙運動に使用した場合は、その額も収入として記載しなけれ

ばなりません。 

ウ 借入金により選挙運動費用をまかなった場合も、その借入金を収入として記載しなけれ

ばなりません。 

   エ その他名目のいかんを問わず（公認料、陣中見舞、労務の無償提供、施設の無償貸与等）、

「収入」とは、金銭、物品その他の財産上の利益の収受、その収受の承諾又

は約束をいい、日常用いられている「収入」という言葉より広い意味です。 

「寄附」とは、金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付、その供与

又は交付の約束で党費、会費その他債務の履行としてなされるもの以外のもの

をいいます。 
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選挙運動のために財産上の利益を収受した場合は、寄附として記載しなければなりません｡

（※無償提供、無償貸与を受けた場合は、「寄附」として記載するとともに、同額を支出

としても記載しなければなりません。） 

オ 「種別」欄には、「寄附」又は「その他の収入」の区別を必ず記載してください。「その

他の収入」については、「備考」欄に自己資金、借入金等、その内容を記載してください。 

カ 個人の寄附について所得税の優遇措置を受けようとする場合には、１件ごとに寄附者の

住所、氏名、職業、寄附の金額等を記載しなければなりません。 

キ 「金銭以外の寄附及びその他の収入の見積の根拠」欄には、記載例を参考にして具体的

に記載してください。 

ク 当選人となるべき順位が、その候補者を届け出た政党等の当選人の数の２倍までにある

候補者は、選挙運動用通常葉書の作成、ビラ及びポスターの作成、選挙事務所及び選挙運

動用自動車等の立札及び看板の類の作成に要した費用が公費で負担されますが、この場合

は、記載例にならって「参考」欄に公費で負担される額（以下、「公費負担相当額」とい

う。）を記載してください。なお、公費負担相当額は収入に計上する必要はありません。 

 

(3) 支出の部 

 

   

ア 各欄は、費目ごとに記載してください。また、各費目内においては、支出の月日及び支

出の相手方ごとに記載してください。 

イ 選挙運動に使用する自動車、船舶及び候補者が乗る自動車等を使用するために要した経

費（借上料、運転手日当、ガソリン代等）は、支出として記載する必要はありません。な

お、自動車等に貼り付ける文書図画に要する経費は、「使用するために要した経費」とは

いえないため、選挙運動費用に計上する必要があります。 

ウ 政党への公認料の支出は、選挙運動費用に計上する必要はありません。 

エ (2)収入の部のクと同様、公費負担がある場合であっても、作成費の全額を支出として

記載してください。したがって、選挙運動用ポスター等の作成の契約をした場合は、その

契約年月日にその契約金の全額を支出として計上する必要があります。なお、公費負担の

対象となる支出については、備考欄にその旨を記載するとともに、当該公費負担相当額を

「支出のうち公費負担相当額」欄に記載してください。 

オ 選挙運動に使用するビラの新聞折込に要した経費は、費目を「広告費」に計上する扱い

としてください。 

   カ 「区分」欄には、「立候補準備」又は「選挙運動」の区分を必ず記載してください。な

お、「立候補準備」の支出とは、立候補届出がなされる以前において選挙運動または立候

補の準備に関してなされた支出をいい、「選挙運動」の支出とは、それ以外の一切の支出

をいいます。 

   キ 「支出の目的」欄には、「人夫賃」、「選挙事務所借上料」、「弁当代」等具体的に記載を

してください。 

   ク 「支出を受けた者」欄には、住所、氏名、職業等を必ず記載してください。 

 「支出」とは、金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付、その供与又

は交付の約束をいい、日常用いられている「支出」という言葉より広い意味です。 
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   ケ 「備考」欄には、記載例を参考にして具体的に記載してください。 

 

３ 領収書等の写し 

   収支報告書の支出の部に記載されている支出のうち、下記４の支出（領収書等を徴し難い事

情があった支出）を除く全ての支出について、領収書等の写しを提出してください。領収書等

の写しは、費目ごとに分類のうえ、収支報告書に添付して提出してください。 

銀行振込に係る振込明細書や当該支出の目的、金額及び年月日を記載していないレシート等

は領収書等にはあたりませんので、注意してください（これらの取扱いについては、下記４を

参照してください。）。 

 

４ 領収書等を徴し難い事情があった支出の取扱い 

収支報告書の支出の部に記載されている支出のうち、領収書等を徴し難い事情があり、その

写しが添付されていない支出については、下記(1)又は(2)の文書を必ず提出してください。 

(1)  領収書等を徴し難い事情があった支出の明細書 

ア 領収書等の写しが添付されていない支出のうち、(2)の文書を提出する支出を除く全て

の支出について記載の上、提出してください。 

イ 各欄は費目ごとに記載し、「支出の年月日」、「支出の金額」、「区分」及び「支出の目的」

欄は、収支報告書と同様に記載してください。 

ウ 銀行振込に係る振込明細書やレシート等の写しについては、費目ごとに分類の上、本文

書に添付して提出してください。 

エ 銀行振込による支出については、本文書によらず、下記(2)の文書に必要事項を記載し

て提出しても構いません。 

(2) 振込明細書に係る支出目的書 

ア 領収書等の写しが添付されていない支出のうち、銀行振込により支出したものについて

は、上記(1)の文書によらず、本文書に必要事項を記載して提出しても構いません。また、

振込明細書に支出の目的が記載されているときは、当該振込明細書の写しをもって本文書

の代わりとすることもできます。 

イ 「支出の費目」及び「支出の目的」欄は、収支報告書と同様に記載してください。 

ウ 本文書は、支出の目的ごとに別葉で作成し、当該支出の目的に対応する振込明細書の写

しをそれぞれ添付してください。 

 

５ 参議院比例代表選出議員選挙候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨 

(1) 「候補者氏名」欄及び「参議院名簿届出政党等の名称」欄には、参議院名簿に記載された

ものと同じものを記載してください。 

(2) 出納責任者氏名は、出納責任者の選任届（異動届）に記載した氏名を記載してください。 

(3) 報告の回数及び期間は、収支報告書と同じにしてください。 

(4) 収入の部の「主たる寄附」欄には、寄附者別の寄附金額が３万円以上のものについて記載

してください。なお、氏名、職業及び寄附額については、収支報告書と同じものを記載して

ください。 
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(5) 収入の部の「その他の寄附」欄には、寄附者別の寄附金額が３万円未満のものについて件

数及び金額を一括して記載してください。 

(6) 支出の部における費目別の金額については、収支報告書に記載されている金額と同じもの

を記載してください。 

(7)「支出のうち公費負担相当額」欄には、収支報告書に記載されている金額を項目ごとにそ

れぞれ合計の上、記載してください。 

 

Ⅱ 収支報告書の提出 

１ 提出書類 

提出していただく収支報告に関する書類は次のとおりです。 

(1) 選挙運動費用収支報告書 収入の部（甲～丙） 

(2)      〃      支出の部（甲～丙） 

（領収書等の写しを添付）  

(3) 領収書等を徴し難い事情があった支出の明細書（甲～丙） 

（振込明細書、レシート等の写しを添付）  

(4) 振込明細書に係る支出目的書 

（振込明細書の写しを添付）  

(5) 参議院比例代表選出議員選挙候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨 

なお、収支報告書の提出の際に、数字の書き損じ等の微細な誤りがあったときは、訂正印に

より訂正していただくこともありますので、出納責任者の印を持参してください。 

 

２ 提出期限 

(1) 通常選挙の期日の公示の日前までになされた収入・支出と選挙運動期間中及び選挙期日後

になされた収入・支出をあわせて精算し、選挙の期日から１５日以内に第１回分を提出して

ください。 

(2) (1)の精算届出後になされた収入・支出については、その収入・支出がなされた日から７

日以内に提出してください。 

 

３ 提出先 

  東京都千代田区霞が関２－１－２ 中央合同庁舎第２号館 

   中央選挙管理会 

  （中央合同庁舎第２号館５階の総務省自治行政局選挙部管理課までお越しください。なお、

受付時間は午前８時３０分から午後５時までです。） 



出

納

責

任

者

選

任

届

令
和
七
年
〇
月

〇
日
執
行
の
参
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
の
選
挙
に
お
け
る
候
補
者
の
出
納
責
任
者
を
右
の
と
お
り
選
任
し
ま
し
た

の
で
、
公
職
選
挙
法
第
百
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
ま
す
。

令
和
七
年
〇
月
〇
日

住

所

北
海
道
札
幌
市
中
央
区
北
三
条
西
六
丁
目
四
番

選

任

者

氏

名

北

海

一

子

中
央
選
挙
管
理
会
委
員
長　
　

古　

屋　

正　

隆　
　

殿

備
考一

　
参
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
出
納
責
任
者
を
選
任
し
、
こ
の
届
出
を
行
う
場
合
は
、
選
任
者
氏
名
欄
に
は
当
該
参
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
の
名
称
及

び
代
表
者
氏
名
を
記
入
す
る
こ
と
。
ま
た
、
そ
の
選
任
に
つ
い
て
の
候
補
者
の
承
諾
書
を
添
え
る
こ
と
。

二　

選
任
し
た
者
本
人
が
届
け
出
る
場
合
に
あ
っ
て
は
本
人
確
認
書
類
の
提
示
又
は
提
出
を
、
そ
の
代
理
人
が
届
け
出
る
場
合
に
あ
っ
て
は
委
任
状
の
提

示
又
は
提
出
及
び
当
該
代
理
人
の
本
人
確
認
書
類
の
提
示
又
は
提
出
を
行
う
こ
と
。
た
だ
し
、
選
任
し
た
者
本
人
の
署
名
そ
の
他
の
措
置
が
あ
る
場

合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

候補者 出 納 責 任 者 

参

議

院

名

簿

届

出

政

党

等

の

名

称

氏

名

選

任

年

月

日

生

年

月

日

職

業

住

所

氏

名

名

簿

届

出

党

北

海

一

子

令
和
七
年

〇

月

〇

日

昭
和
四
十
五

年

四

月

十

日

秘
書

東
京
都
千
代
田
区
霞
ヶ
関
二
丁
目
一
番
一
号

電
話

〇
三
（
五
二
五
二
）
五
五
七
三

収

支

四

郎



選 挙 運 動 費 用 収 支 報 告 書

1 令和7年 〇月 0 日執行 参議院比例代表選出議員選挙

2 公職の候補者 住 所 1t揖滋針U滉庁i中央：区北；三：条直§ブ,T目四醤i

氏 名 北海一子•◄

参議院名綿届出政党等の名称 名簿届出党

3 0 月 0 日から

戸籍上の氏名を記載すること

| i固人の場合は必す職業を記載すること 1

4 収入の部（甲）

寄 附 を し た 者 金銭以外の寄附
月 日 金額又は見積額 種 別 住所又 は主たる 及びそ の 他 の 収 備 考

事務所の所在地 氏名又は団体名 職 業 入 の見 積の根拠

0月0日 1.000.000円 との他の収入 9 9 自己資金

0月0日 170.000 寄 附 00県00市00町0番地 甲山一郎 無 職 無償労務従事

0月0日～0月08 0日問

0月0日 400,000 寄 附 00県00市00町0番地 乙山七子 無 職

0月0日 11.000 寄 附 00県00市00町0番地 乙田五郎 農 業 無償借上（机、イス）

0月0日 170.000 寄 附 00県00市00町0番地 乙田五郎 農 業 無償車上遅動員

0月08~0目08 0日間

0月0日 10.000 寄 附 00県00市00町0番地 00支部 政 党 無償提供(7i'•'J'1ス）

0月0日 234.000 寄 附 00県00市00町0番地 甲田六子 商 業

0月0日 20.000 寄 附 00県00市00町0番地 名簿届出党00支部 政 党 無償提供（コピー機）

0月0日 10.000 寄 附 00県00市00町0番地 名簿届出党00支部 政 党 無償提供（紙）

寄 附 1.031.000 

その他の収入 1.000.000 

計 2.031.000 



4 収入の部（丙）

寄 附 を し た 者 金銭以外の寄附
考及びそ の 他 の 収 備月 日 金額又は見積額 種 別 住所又 は主たる

氏名又は団体名 職 業 入 の見 積の根拠事務所の所在地

円

寄 附
小

その他の収入
陣中見舞、 寄附、 労務の無償提供計

計
等の合計額を記載すること。

1.031.000 .... 

寄 附

計 その他の収入 1.000.000 
自己資金、l昔入金等の合計額を

計 2.031.000 
記載すること

寄 附即‘’ 

その他の収入回
計

社

寄 附 1.031.000 
総

その他の収入 1,000.000 
額

総 計 2.031.000 

参 考
公責負担相当額970,000円（内訳）ポスター作成費 400.000円、選挙遅動用通常葉書作成責

ビラ作成費 400.000円、選挙事務所用立札、看板作成費

150.000円

20.000円



５ 支出の部（甲） 

月 日 金額又は見積額 区 分 
支 出 の 

目 的 

支 出 を 受 け た 者 金銭以外の支出 

の 見 積 の 根 拠 
備 考 住 所 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 
氏名又は団体名 職 業 

(一)人件費 円        

〇 月 〇 日 170,000 選挙運動 人夫費 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 甲 山 一 郎 無 職 
無償労務従事         

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 170,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 乙 川 二 郎 会 社 員 
事務員              

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 70,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 丙 田 三 郎 無 職 
事務員              

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 150,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 甲 川 四 郎 会 社 員 
事務員              

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 170,000 選挙運動 人夫費 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 乙 田 五 郎 農 業 
無償車上運動員        

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 170,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 丙 山 一 子 農 業 
車上運動員           

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 100,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 甲 田 二 子 商 業 
手話通訳者           

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

〇 月 〇 日 100,000 選挙運動 報 酬 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 乙 山 七 郎 商 業 
要約筆記者           

〇月〇日～〇月〇日 〇日間  

人 件 費 計 1,100,000        

(二)家屋費         

(イ)選挙事務所費         

〇 月 〇 日 17,000 選挙運動 机・イス借上料 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 乙 田 五 郎 農 業 無償借上  

〇 月 〇 日 392,000 選挙運動 選挙事務所借上料 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇〇不動産 不 動 産  
賃貸借契約締結 

〇月〇日支払予定 

〇 月 〇 日 10,000 立候補準備 パソコン設置費用 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇〇通信 通 信 業   

(ロ)集会会場費         

〇 月 〇 日 163,000 選挙運動 会場費 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇〇ホテル ホテル業   

家 屋 費 計 582,000        

(三)通信費         

〇 月 〇 日 10,000 選挙運動 ファックス使用料 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 名簿届出党〇〇支部 政 党 無償提供  

〇 月 〇 日 20,000 選挙運動 コピー機使用料 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 名簿届出党〇〇支部 政 党 無償提供  

〇 月 〇 日 4,000 選挙運動 インターネット通信料 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇〇通信 通 信 業   

通 信 費 計 34,000        

小 

計 

立候補準備の 
た め の 支 出 

10,000        

選 挙 運 動 の 
た め の 支 出 

1,706,000        

計 1,716,000        
 

労務等の無償提供については、 

「人夫費」と記入すること 



５ 支出の部（甲） 

月 日 金額又は見積額 区 分 
支 出 の 

目 的 

支 出 を 受 け た 者 
金 銭 以 外 の 支 出 

の 見 積 の 根 拠 
備 考 住 所 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 

氏名又は団体

名 
職 業 

(四)交通費 円 

〇 月 〇 日 5,000 選挙運動 電車賃 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇 〇駅 

〇 月 〇 日 6,000 選挙運動 電車賃 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇 〇駅 

人 件 費 計 11,000 

(五)印刷費 

〇 月 〇 日 400,000 立候補準備 ポスター印刷 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇△プリント 印 刷 業 
公費負担対象  

〇月〇日支払予定

〇 月 〇 日 150,000 立候補準備 葉書印刷 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇△プリント 印 刷 業 
公費負担対象  

〇月〇日支払予定

〇 月 〇 日 400,000 立候補準備 ビラ印刷 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇△プリント 印 刷 業 
公費負担対象  

〇月〇日支払予定

〇 月 〇 日 134,000 選挙運動 選挙運動原稿印刷 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇△プリント 印 刷 業 

印 刷 費 計 1,084,000 

(六)広告費

〇 月 〇 日 20,000 立候補準備 事務所看板代 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇×工芸社 看 板 業 
公費負担対象  

〇月〇日支払予定

〇 月 〇 日 100,000 立候補準備 ホームページ作成費 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 〇〇通信 通 信 業 

広 告 費 計 120,000 

(七)文具費

〇 月 〇 日 10,000 選挙運動 紙  代 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 名簿届出政党〇〇支部 政  党 無償提供 

文 具 費 計 10,000 

(八)食料費 10,000 

〇 月 〇 日 6,000 選挙運動 弁当代 30 人 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 △〇食堂 飲 食 業 

〇 月 〇 日 4,000 選挙運動 弁当代 20 人 〇〇県〇〇市〇〇町〇番地 ドライブイン△ 飲 食 業 

食 料 費 計 10,000 

小

計

立候補準備の 
た め の 支 出 

1,070,000 

選 挙 運 動 の 
た め の 支 出 

165,000 

計 1,235,000 





5 支出の部（丙）

項 目 単価(A) 枚数(B) 金額((A) X (B) = (C)) 

選挙運動用通常業書の作成 6.0 円 25,000 枚 150.000 円

ビラの作成 4.0 円 58.750 枚 400.000 円

支出のうち公費負 ポスタ ーの作成 25 円 16.000 枚 400.000 円

担相当額 選挙事務所の立札及び看板の類の作成 10.000 円 2 枚 20,000 円
選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の 円 枚 円作成

個人演説会の立札及び看板の類の作成 円 枚 円

社 ------ 970,000 円
この報告書は、 公職選挙法の規定に従って作製したものであって、 真実に相違ありません。

令和 〇年 0月 0日
出納責任者 住

氏
所
名

東京都千代田区霞ヶ間Z丁目9番9号
収支四郎

備 考

１　収入の部においては、一件１万円を超えるものについては各件ごとに記載し、一件１万円以下のものについては種別ごとに各収入日における合計額を一欄に記載するものとする。なお、寄附に

　ついては、一件１万円以下のものについても必要に応じて各件ごとに記載してさしつかえない。

２　収入の部中「種別」欄には、寄附金、その他の収入の区別を明記するものとする。

３　収入の部中「参考」欄には、選挙運動に係る公費負担相当額（選挙運動用通常葉書、ビラ若しくはポスターの作成、選挙事務所、選挙運動用自動車等若しくは個人演説会場の立札及び看板の類

　の作成又は政見放送のための録画等に係るものをいう。以下同じ。）を記載するものとし、また、その他の参考となる事項を記載することができるものとする。

４　支出の部中「区分」の欄には、立候補準備のために支出した費用と選挙運動のために支出した費用との区別を明記するものとする。

５　支出の部中「支出のうち公費負担相当額」欄には、選挙運動に係る公費負担相当額を記載するものとする。ただし、各項目において二以上の契約がある場合には、契約ごとに欄を追加して記載

　するものとする。

６　精算届後の報告書にあつては、「収入の部」「支出の部」ともに前回報告した金額をあわせて総額の欄に記載するものとする。

７　収入の部の記載については第三十号様式収入簿の備考中２から６までの例により、支出の部の記載については同様式支出簿の備考中３から９までの例によるものとする。

８　出納責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては委任状の提示又は提出及び当該代理人の本人確認書類の提示又は提出を行うこ

　と。ただし、出納責任者本人の署名その他の措置がある場合はこの限りではない。





（丙）

支 出 の年月日 支 出 の 金 額 区

（六）広告責

0月0日 20.000 立候捕準鍋

（七）文具責

0月0日 10.000 選挙遅動

(+）雑責

0月0日 5.000 選拳遅動

0月0日 1.000 選挙遅動

1 令和７年 0月 〇日執行 参議院比例代表選出議員選挙

2 公職の候補者 氏 名 1t 揖i -• 子•

／刀＼ 支 出 の 目 的

事務所看板代

紙 代

ガス代

銀行振込手敬料

参議院名簿届出政党等の名称 名簿t liii 出黄：

3 出納責任者 氏 名 収ま：四蘭！

備 考

領収書その他の支出を証すべき書面を徴し難かった事情

公費負担のため

無償振供のため

銀行振込のため

領収書を発行しないため

1 「区分」の欄には、 立候補準備のために要した費用及び選挙運動のために支出した費用の区分を明記するものとする。
2 「支出の目的」の欄には、 支出の目的（謝金、 人夫賃、 家屋贈与等）、 員数等を記載するものとする。



振込明細書に係る支出目的書

支出の費目 支出の目的

(+）雑贄 ガス代

1 令和７年 0 月 0 日執行 参議院比例代表選出議員選挙

2 公職の候補者 氏 名 1t 揖i- 子·

参識院名簿届出政党等の名称 名し簿！届i 出賞：

3 出納責任者 氏 名 収ま四郎

備 考

1 「支出の費目」の欄には、 （一）人件費（二）家屋費（（イ）選挙事務所費（口）集合
会場費等） （三）通信費（四）交通費（五）印刷費（六）広告費（七）文具費（八）食
料費（九）休泊費(+)雑費の区別を記載するものとする。

2 「支出の目的」の欄には、 支出の目的（謝金、人夫賃、家屋贈与等）、 員数等を記載する
ものとする。

3 支出の目的ごとに別葉とするものとする。

4 支出の目的 に対応する振込明細書の写しと併せて提出するものとする。



振込明細書に係る支出目的書

支出の費目 支出の目的

(+）雑贄 銀行振込手数料

1 令和７年 0 月 0 日執行 参議院比例代表選出識員選挙

2 公職の候補者 氏 名 北；揖i- 子疇

参議院名簿届出政党等の名称 名l 簿！届i 出資：

3 出納責任者 氏 名 収ま四郎

備 考

1 「支出の費目」の欄には、 （一）人件費（二）家屋費（（イ）選挙事務所費（口）集合
会場費等） （三）通信費（四）交通費（五）印刷費（六）広告費（七）文具費（八）食
料費（九）休泊費(+)雑費の区別を記載するものとする。

2 「支出の目的」の欄には、 支出の目的（謝金、人夫賃、家屋贈与等）、員数等を記載する
ものとする。

3 支出の目的ごとに別葉とするものとする。
4 支出の目的 に対応する振込明細書の写しと併せて提出するものとする。



参議院比例代表選出議員選挙候補者の 
選挙運動に関する収支報告書要旨 

１ 令和７年 〇月 〇日執行 参議院比例代表選出議員選挙 

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額） 

〇 〇 円 

３ 報告書の要旨 

候 補 者 氏 名 北 海 一 子 
参 議 院 名 簿 

届出政党等の名称 
名簿届出党 令和 〇年 〇月 〇日から 

期 間   第1回分 

令和 〇年 〇月 〇日まで 出納責任者氏名 収 支 四 郎 

収 入 支 出 

主  た    る    寄  附 
費  目 金  額 

氏名・団体名 職  業 寄 附 額 

甲 山 一 郎 無 職 170,000 円 人 件 費 1,100,000 円 

乙 山 七 子 無 職 400,000 家 屋 費 582,000 

乙 田 五 郎 農 業 170,000 選挙事務所費 419,000 

甲 田 六 子 商 業 234,000 集 合 会 場 費 163,000 

通 信 費 34,000 

交 通 費 11,000 

印 刷 費 1,084,000 

広 告 費 120,000 

文 具 費 10,000 

食 糧 費 10,000 

休 泊 費 36,000 

雑 費 14,000 

  その他の寄附  ４ 件 57,000 

  その他の収入 1,000,000 

今  回 計  2,031,000 今   回 計 3,001,000 

前  回 計 前   回 計 

総    計  2,031,000 総  計 3,001,000 

報告書受理年月日 令 和 〇 年 〇 月 〇 日 第 １ 回 報 告 分 

備  考 
１ 各候補者の記載の順序は、参議院比例代表選出議員の選挙以外の選挙においては「あいうえお」順とし、参議院比例代表選出議

員の選挙においては参議院名簿届出政党等毎に「あいうえお」順とする。 
２ 「候補者届出政党、参議院名簿届出政党等又は所属党派」の欄には、衆議院小選挙区選出議員の選挙においては、法第 86条第
１項の規定による届出があつたときは候補者届出政党の名称を、同条第２項又は第３項の規定による届出があつたときは候補者の
所属する党派名を記載するものとし、参議院比例代表選出議員の選挙においては、参議院名簿届出政党等の名称を記載するものと
し、その他の選挙（衆議院比例代表選出議員の選挙を除く。）においては、公職の候補者の所属する党派名を記載するものとする。 

３ 「主たる寄附」の欄には、寄附のうち寄附者別の寄附額が衆議院小選挙区選出議員、参議院議員又は都道府県知事の選挙にあっ
ては３万円以上のもの、その他の選挙にあっては１万円を超えるものについて記載するものとし、「その他の寄附」の欄には、こ
れらの寄附以外の寄附について、その総計を何件 何円と一括記載するものとする。 

４ 専ら在外選挙人の投票に関してする選挙運動で国外においてするものに関する支出については、支出の各欄ごとに外書として括
弧を付して記載するものとする。 

支 出 の う ち 

公 費 負 担 相 当 額 

項 目 金 額 

選挙運動用通常葉書の作成 150,000 円 

ビラの作成 400,000 円 

ポスターの作成 400,000 円 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 20,000 円 

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 円 

個人演説会の立札及び看板の類の作成 円 

計 970,000 円 
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す
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す
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意
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